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研究ノート
相互依存関係の経済分析
ー
小’田 正 雄
1. 序
最近の貿易摩擦を契機に，国際的な相互依存関係の経済分析が試みられるようになって
きた。周知のように，国際的な相互依存関係の重要性を強調し，その理論的な分析を行っ
たものとしては，すでに R.Robinson (1952)や R.N. Cooper (1968, 1969)などがあ
るが，最近になってこの分野でもかなりの研究が行われるようになってきた。たとえば，
Y. Shinkai (1975), M. Mussa (1979), 佐野進策 (1978),大山道宏 (1979),天野明弘
(1980), 池本清 (1981)などがある。勿論，石油危機や貿易摩擦が問題にされる以前か
ら，最終財や中間財の貿易を通じて，また資本や労働の国際的な移動を通じて，各国が互
いに密接な相互依存関係にあったこどはいうまでもないのであるが，資源の入手が次第に
困難になり，また先進国間の工業製品の貿易において摩擦が生ずるにつれて，外国との相
互依存関係の重要性が改めて認識されるようになった。
最近の展望論文において， J.Frenkel & M. Mussa (1981)が述べているように，各
国は財やサービスの貿易，資本の取引，および各国通貨の交換という 3つの経路を通じて
相互依存関係にあるのであるが，このような状況の下では，従来国際経済学でしばしば用
いられてきた開放経済の小国モデルは，必らずしも遮切なモデルとはいえなくなっている
のであり，相互依存関係とリパーカッションが扱える一般均衡的な2国マクロモデルを用
いなければならないことになる。特に，最近の世界経済の枠組における特徴の1つは，資
本移動は完全に自由化され，資本市場が世界的に次第に統一化されつつあるということで
あり，今1つは，限定された形ではあるが，為替レートがフロートしているということで
ある。したがって，資本移動によって，各国の利子率がほぼ等しいと仮定できるような状
況が生じつつあり，また為替レートがフロートする程度に応じて，隔離効果 (insulation
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effect)が作用していると考えることができる。ここでは，このような世界経済における
相互依存関係を明らかにするために，資本の移動性 (capitalmobility)と為替レート
(exchange rate)についてさまざまなケースを想定した2国マクロモデルを用いて，諸
政策の効果を検討することにしたい。このような分析はすでに， R.Mundell (1964), 
R. N. Cooper (1969), A. K. Swoboda & R. Dornbush (1973)などによって，行われ
ている。しかし，ここでは国際的な波及効果の重要な経路である資本の移動性と為替レー
トについて，いろいろなケースを想定することによって，従来よりもより一般的な形で相
互依存関係を考察することにしたい。
2. モデル
さて，ーロに開放経済の 2国モデルといっても，国際的な相互依存関係のどのような側
面をとりあげるかによって，さまざまなモデルを考えることができる。ここでは，財価格
を一定とするケインズ的な IS-LM-BPモデルを用いることにする。
y戸凪(Yi,r1)+T(Y1, Y2, 冗）＋凶
巧=EiCY2,r2)-T(Y1, 巧，冗）は十必
D叶 R1=L1(Y1,r1) 
152+凡=L2(Y2,乃）
(1) 
(2) 
(3) 
(4) 
B=dR,=-dR2=T(Y1, Y2, 冗）+K(r,-乃） (5) 
RけR2=W (6) 
ただし，巧は j国(j=l,2)の所得水準，局はj国の国内支出，つまり局(Yか乃）
=Ci(巧）+l;(乃）である。乃は j国の利子率， Tは貿易収支，つまり T(Y1,Y2, 冗）＝
MlY2, 冗）一冗Mi(Y心）である。 C;,Ii, M; は j国の消費，投資輸入であり，冗は邦
貨建て為替レートである。のは j国の有効需要のシフトパラメター（政策変数），万iは
j国の国内信用（政策変数），らは j国の貨幣需要， R;はj国の外貨準備高， Kは資
本収支， Wは世界の外貨準備高（一定）である。
(1)(2)は両国の財市場の均衡式， (3)(4)は貨幣市場の均衡式， (5)は国際収支の均衡式（変動
レー ト制の場合， B=O)ないし，国際収支の定義式（固定レートの場合）である。
さて， (1)~(5)のモデルで， a;,D; および Wが与えられたとき，初期の巧，乃およ
び冗が決まるが，その下で， B=Oであるとしよう。もし次期に固定レートに移行すると
すれば，特定の冗の下で， B=dB=dR, = -dR2となる。
そこで， (1)~(5)のモデルを用いて，政策変数の変化が，巧，乃および冗ないし B に
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与える効果を明らかにしよう。その際，為替レートと資本の移動性をどのように考えるか
によって，さまざまなケースが生ずることになる。
3.・ 比較静学
（ケー ス 1) 最初に最も簡単なケース，つまり，固定レート制（冗=1)と資本移動が
ゼロのケースを考える。 いま町=G;,つまり独立的な有効需要の増加を，財政支出の拡
大によるものとする。このような場合に， (1)~(5)のモデルをより具体化すれば次のように
なる。
Y1 = C1(Y1) +l1(r1)+G1 +M奴 2)-M1(Y1)
Y2=C2(Y2)+l2(r2)+G2+M1(Y1)-M: 鵡）
D1+R1=L1(Y1, r1) 
D2-R1=Lz(Y2, r2) 
B=M2(Y2)-M1(Y1) 
(7) 
(8) 
(9) 
UOl 
(l) 
(7)-(ll)で変数は， Y1,乃および B ないし R1である。 (7)~(11)を変形して整理すれば，
-(sサ加） 加 l1r1 0 0) tdY1) (-dGi 
m1 
Li必
O・ 
-(s叶叫） 0 I2r2 0 11 dY2 
O L1r1 0 . -1 dr1 
m1 
L2Y2 
-m2 
?? ????
???
?????
-dG2 
叫 (12)
dD2 
゜をうる。ただし， s;はj国の貯蓄性向，叫はi国の輸入性向， I;r;=dlJ/drJ<O,L1力
=8LJ/8巧>o,L1r1=aら／妬<o,である。いま⑫の左辺の係数の行列式を .d1とすれ
ば
.d1=(s凶 +s1匹 +.s2加）L1r1L2r2+m心I1r1L2r 2 + m2s1I2r 2L1r 1 
+(mサL凶）L2乃I1r1+(m叶 L2沿 LのI1r1I2r2+m山ぁl1r必乃>o
となる。したがって,(12)からたとえば次を得る。
8Y1 1 
認＝一L1ri[(s叶加）L2r2+(m叶 L:iY2)l2r2]>0
.di 
8巧 1
8G 
―=-m1L1r1 (L2r2+ /2乃）>o 
I .41 
8Y1 1 ・
8D1 
—~=~ 如[(s叶匹）L2r2+(m叶L2Y2)l2r2]>0 
U3l 
(14) 
U5l 
US) 
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8均 1
an =―m1I1r1 (L2r2+ I2r2)>0 1 L1 
8R1 1 
8G1 
=--m1L1r1(s2Lが2+L2Y2l2r2)<0 
L1 
8R1 1 
8D1 
=-—m山r1(s2L凸+L立2I2r2)<0
L1 
(17) 
(18) 
(19) 
(14l~U7)から，自国の財政支出の拡大と貨幣供給の拡大は，両国の所得水準を高めること
が知られる。しかし (18)(19)から，それはまた自国の貿易収支を悪化することになるのであ
る。このような結論は，自国の所得水準の増加が，財やサービスの貿易を通じて外国の所
得水準を引上げると共に，自国の貿易収支を悪化させるという，通常の 2国モデルの下で
の所得水準の決定におけるものと同じである。
（ケー ス 2) 次に変動レート制と資本移動がゼロの場合の，波及効果を明らかにしよ
ぅ？このような場合には，為替レートがフロートして貿易収支を均衡させるので，財やサ
ービスの輸出入から生ずる有効需要の波及効果は生じないことになり，いわゆる隔離効果
(insulation effect)が生ずるであろう。このような仮定の下では，モデルは次のように
なる。
Y1=C1(兄）+I1(ri)+Gけ島(Y;ロ）一冗M1(Y心）
巧=CzCY2)+l:年）心+M1(Y1ぶ)-M2(Y; ロ）／冗
D1=ム(Y叩）
比=L2(Y2ぷ）
B=M2(Y2, 冗）一冗M1(Y1,冗）=O 
?????
このモデルで， Gか防が与えられれば， Yi,乃およびかが決まることになる。 (20)~(25)を
変形すれば，次をうる。
-(sサ加） m2 I1r1 ゜M1(711+712-l) dY1 -dG1 m1 -(s叶加） 0 I:凸ーM1(1J1+712-l) dY2 -dG2 
L1Y1 ゜L1r1 ゜゜ dr1 ＝ dD1 I (26) ゜L2必 0 L2r2 ゜ dr2 dD2 -mi m2 ゜゜ MiC1J1+1J2-l) d冗 ゜(26)の左辺の係数の行列式の値を Lizとすれば，
Ll2=M1 (TJ1 +TJ2-1){心鳴L2r2+L2Y恥）+L凸 /1れ〔(s叶加）L2r2 
+L2Y2l: 五 }>o
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となる。
ただし， 1J1=
8M1 冗 8M2 冗
--->o, 1J2=―― 紐 M1 紐 M2>oで，それぞれ自国と外国の輸入需要
の弾力性である。ここでは， (TJ1+TJ2-l)>Oとする。また初期に冗=1であり，したがっ
て，ふ=M2,ふ=M1としている。
伽）から，たとえば次をうる。
8Y1 1 
8G1 J2 
-=―L1r1M1 (1J1 +1J2-l) [ s2知＋伍I2r2]>0
8Y2 
＝ 
8G1 ゜8Y1 
8G2 ゜8Y1 1 
8D1 J2 
―-=― l1r1M1(1J1+1J2-l) [cs叶加）知+L2Y2l2r2]>。
8巧 1
8D1 
―=____:,,i1I1r1L2r2M1(1J1+1J2-l)> 0 
J2 
?????
8冗 1―=-m1L1r,(s2L2r2+らヵl2r2)>0ac,'12 (32) 
(28)(29)から明らかなように，このような変動レート制の下では，自国の所得水準，したが
って雇用水準は互いに他国の独立支出の変化の影響を受けないことになるのである。いわ
ゆを隔離効果は完全に発揮されるのである。これに対して.(3闊1)から，自国の貨幣供給の
増加は，自国と外国の所得水準を高めることになる。なお'(32)から自国の有効需要の増加
は，自国の貿易収支を赤字にするので，貿易収支が均衡するためには，為替レートが切下
げられなければならないことが知られる。
次に，資本移動がある場合を考える。しかしーロに資本移動を考えるといっても，資本
の移動性をどの程度に想定するかによって，いろいろなケースが生ずることになる。ここ
では，まず(1)~(5)のモデルで• TJの変化によって，資本が両国間を限界的に移動するよ
うな場合を考え，次に，資本の完全な移動性 (perfectcapital mobility)によって，
r,=r2=rとなるような場合をとりあげることにする。
（ケー ス 3) まず固定レートと限定された資本の移動性 (restrictedcapital mobil・ 
ity)のケースを考える。この場合，冗=1として， (1)~(5)を変形すれば次を得る。
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-(s1+m1) m2 I凸 ゜゜dY1 -dG1 m1 -(s叶加） ゜Iダ2 ゜dY2 -dG2 Lyn ゜ L1Y1 ゜-1 dr1 ＝ dD1 I 
-(3) 
゜ L2必 ゜L凸 1 dr2 dD2 m, -m2 -Kr Kr 1 dR1 ゜ただし， Kr=8K/8(r1-rz)>Oである。 (3)の左辺の係数の行列式の値をAaとすれば
Aa=[(s函+s1匹 +m函）(L1r1L2r2-KrL1r1-KrL2乃）
+(s1十加）(L切 L1r必rz-L立2Krl2在）
+(s叶加）(L1Y山rふr1-L1Y1Krl1r1)
+s1m山r必乃十S孤 1L2r2l:凸 +m山yふr1U2r2-Kr)
+m山y必r2(/1r1-Kr)+ L1Y1L立2l1r1l2乃J>O
である。したがって， (3)からたとえば次を得る。
訊 1
臨
--=7a[cs叶加）（恥L2r~-L疇r-L凸Kr)+勘/2乃(L1r1-K2)
+m山r年］＞。
訊 1
臨＝一[m凸 (Lが I2r2-Kr)-m高知＋閏Kr如]:.:,0 
Lla 
8兄 1
8D1 =---:i;[ (s叶加）I1r1(Lが2-Kr)+I1r1年（叫+L2必）
-m1I2r2Kr]>。
8巧 1
ai51 =-;;;[ m品 (L2乃+l2r2-Kr)-(い例）I2r2Kr] >。
眺 1
ac,. =Jgに恥L2必(Kr-I2r2)-mふ恥L2r2-L,y,(s叶加）L2r2Kr 
-L凶勘I紐]<a': 0 
(34) 
(35) 
(36) 
(3り
(38) 
(35)から，このような場合，自国の有効需要の拡大は，外国にマイナスの波及効果を与え
る可能性を持っていることが知られるが，このような可能性は，資本移動を考慮しない
（ケー ス 1)の場合には，考えられなかったことである。これに対して， (3りから自国の貨
幣供給の増加は，外国にプラスの波及効果を与えることがわかる。
さて，前述のように，最近の世界経済における特徴の 1つは，資本市場が世界的に統一
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化されつつあるということであるが，もし資本が完全な移動性 (perfectcapital mobil-
ity)を持ち，両国で利子率が等しくなるような場合，諸政策はどのような波及効果をも
たらすであろうか。この点はすでに R.Mundell (1964)によってとりあげられているが
ここでも為替レートについて2つのケースを想定して，この問題をとりあげてみることに
したい。
（ケー ス 4) まず，固定レートと資本が完全な移動性を持つ場合を考える。もし資本
が完全な移動性を持てば，両国で利子率は等しくなり，したがって初期において， r1=r2
=rとなる。また冗=1とすることができる。 (7)~UOlで乃=r,dB=dR1として変形すれ
ば，次を得る。
-~l lil~l•; i (39) [>~) -:I~)~ 
ただし， I;r=dl;/dr<o,L;r=8L;/8r<oである。いま.(39)の左辺の係数の行列式の値
を ,4 とすれば，
J.=(s凶 +s1ffi2+m心）(L1r+L2r)+(sサ加）L2ヵI2r+(s叶~)L1Y1l1r
+m1L2必ル+m2L1Y1l2rく0
となる。したがって(39)から，たとえば次を得る。
aY, 1 冨＝一[(sサ加）(L1r+L2r)+L2辺］＞。
,4 
8巧 1----t-=~[加(L1r+~r)-L1辺]-1!: 0 
8G1 
8Y1 1 富=~柘＋叫）I1r+m心］＞。
8Y2 1 祁 =Ai[<sサ加）Iダ+m心］＞。
8R1 1 
8G1 
―=~[<s叶叫）Lの比+L1Y向I2r-m山心]./!: 〇
(40) 
(41) 
(42) 
幽
鵠
このように，資本の完全な移動性を仮定した場合の波及効果の方向は，（ケース 3)の
限定された資本の移動性 (restrictedcapital mobility)の場合と同じである。したがっ
て，このような場合でも,(41)から知られるように，自国の有効需要の増加は，外国の所得
水準を引下げる可能性を持っているのである。
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（ケー ス 5). 最後に，変動レート制と資本の完全な移動性を仮定したケースをとりあ
げる。ここで変数は Y1,-rおよび冗であるから,(20)~(2競を変形すれば，次を得る。
?
?
???
﹈?? ? ?
? ? ? ? ? ????
??
??
―?
?
?
? ? ?
??
?
?
、、
?
?＿＿
???
?
?
?
?
??
?ー
?
?
?
?
? ? ?
?
?
?
?
??
?
?
? ? ? ? ?
?
?
?
?
? ?
ッ ー
?
??
?
?
?
?
? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
の~次
??ー
?
?
??
???
?＿??＝
?（＿
?
??
、．
???
?
8Y1 1 
8G1 
-=--M1(1J1 +112-l)L2Y2ば >o
.ds 
8Y2 1 
ac ―=--M1(1J1 +~2-l)L1Y1L2r> 0 l 』5
8巧 1
ac ―=--M1(1J1+112-l)L2Y2L1r> 0 2 .ds 
8Y1 1 喜＝一7sMC111+112-l)[s心 +L2Y2U1r+l2r)]>。
8巧 1
an =-Mi (71 +712-l)s1L2rく 0I 4s 
8冗 1祠―＝一[(s2+加）L1心+L1Y1伍I2r-m山心J~0
4s 
??????
(47)(48)から，両国の有効需要の拡大は，互いにプラスの波及効果を与えることが知られ
る。これに対して，（ケース 2)の資本移動がない場合には，隔離効果は完全に作用して
いたので，このような波及効果は資本移動を含む変動レート制の1つの特徴である。
以上のように，為替レート制と資本の移動性についていろいろなケースを想定して，有
効需要や貨幣供給の変化の国際的な波及効果を検討してきた。勿論，現実の為替レート制
度は，いわゆる管理フロートといわれるものであり，為替レートの変化と国際収支の不均
衡が同時に生じており，また資本移動の形態も多様である。したがって，このようなモデ
ルによる比較静学的な分析では十分把握できない側面があることはいうまでもない。しか
し，ここで行ったいくつかの分析は，財やサービスの輸出入，資本の取引，および通貨の
交換という経路を通じて結びついている 2国の相互依存関係を分析する際の1つのプロト
タイプを示していると考えることができる。
30 
相互依存関係の経済分析（小田） 791 
??? ?
以上の分析から，貿易摩擦についてどのようなことがしヽえるであろうか。
まず，自国の有効需要や貨幣供給の拡大が外国の所得水準を引下げるような場合には，貿
易摩擦が生ずる可能性があるが，そのようなケースは，いずれも資本移動がある場合に生
じているのである。勿論ここでの資本移動というのは，利子率の変化によってのみ国際間
を移動するような性質のものである。
第2に，しかし（ケース 5)のような場合には，有効需要の拡大は互いにプラスの波及
効果を発揮するのであり，むしろ自国の貨幣供給の拡大が，外国の所得水準を低下さすこ
とになる。したがって，どのような波及効果が生ずるかは， 2国の相互依存関係の枠組，
つまり為替レート制度や資本の移動性について，どのような特定化をするかによるところ
が大きい。
第3に，貿易摩擦という表現は，多様な意味で用いられている。しかしここでの 2国マ
クロモデルによる分析から明らかなように，かなりプロージブルな仮定の下で，マイナス
の波及効果が生ずるということであれば，各国は国際協調の立場から，その政策手段を慎
重に選ばなければならないことになるのである。
なお，ここでは為替レートと資本の移動性についてさまざまなケースを想定して， IS—
LM-BPモデルの比較静学分析を行い，諸政策の波及効果を明らかにしたいにすぎない。
その調整プロセスを含む動学的な分析は今後の課題としたい。
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